
令和６年能登半島地震 

復旧・復興支援本部（第１回） 

議 事 次 第 

日時：令和６年２月１日（木）１７：４５～ 

場所：官邸４階大会議室 

１．開会  【内閣官房長官】 

２.令和６年能登半島地震復旧・復興支援本部の設置

について          【防災担当大臣】

３．復旧・復興に向けた取組について 【各省大臣等】 

４．復旧・復興支援本部長発言 【内閣総理大臣】 

５．閉会  【内閣官房長官】 



令和６年能登半島地震復旧・復興支援本部（第１回） 

各府省提出資料 

１．内閣府（防災担当） 
・住まいの確保に向けた検討状況 ……………………………… 内１ 

・被害認定調査・罹災証明書の交付に向けた取組状況 ……… 内３ 

・復興まちづくりの進め方 ……………………………………… 内４ 

２．国土交通省 
・大規模災害復興法に基づく権限代行の実施について ……… 国１ 

・能登半島を南北に結ぶ幹線道路の複線化の状況 …………… 国２ 

・土砂災害への対応状況 ………………………………………… 国３ 

・鉄道の状況について …………………………………………… 国４ 

・港湾・港湾海岸の現況と対応方針 …………………………… 国５ 

・能登空港の状況 ………………………………………………… 国６ 

・下水道施設の対応状況（石川県） …………………………… 国７ 

・観光復興に向けた支援 ………………………………………… 国８ 

３．農林水産省 
・漁港の復旧・復興について …………………………………… 農１ 

・農林水産省における直轄代行の検討状況 …………………… 農２ 

４．財務省 
・能登半島地震被害の被災者に係る所得税等の特別措置 …… 財１ 

５．厚生労働省 
・生活福祉資金貸付の特例と新たな交付金制度の創設 ……… 厚１ 

・水道の復旧状況 ………………………………………………… 厚２ 

・被災者の医療・健康支援や高齢者等の支援 ………………… 厚３ 

６．総務省 
・応援職員の派遣・支援者への支援 …………………………… 総１ 

・通信・放送インフラの復旧と偽・誤情報対策 ……………… 総２ 

７．経済産業省 
・電力の復旧状況 ………………………………………………… 経１ 

・中小企業・小規模事業者のなりわい再建にむけて ………… 経２ 



住まいの確保に向けた検討状況（２月１日時点）
○ 住まいを失った被災者の方々に、1日も早く、応急的な住まいに移っていただくことが必要。
○ このため、２次避難の推進や公営住宅・民間賃貸住宅の空室活用、応急仮設住宅の建設を
速やかに進める。

※ 国職員（国土交通省住宅局２名、内閣府防災1名）、及び、応急仮設住宅関係業務の経験豊富な自治体職員（18名）及びUR職員（3名）を派遣中

自宅の損傷が軽微な
場合は、地域のライフ
ラインの復旧後、帰宅

Ⅰ．避難所

○１次避難所
・ 学校、公民館などの
公的施設

Ⅱ．応急的な住まいの確保
Ⅲ．恒久的な
住まいの確保

○住宅金融支援機構
の災害復興住宅融
資制度

○災害援護資金

○被災者生活再建
支援金制度

•自力での再建・
補修等を支援

自力での再建等が
困難な被災者への
公営住宅の整備

【305ヶ所 9,557人】
（2/1  6時現在）

うち 七尾市：  1,172人
 輪島市： 2,833人
 珠洲市：  1,520人
 穴水町：  936人
能登町：  957人 等

○２次避難所
・ 旅館・ホテル等

受入数
（2/1 6時現在）

211施設 4,792人

○１．５次避難所
⇒いしかわ総合
スポーツセンター等

滞在者数
（2/1 6時現在）

294人

石川県：3月末までに約3,000戸着工の見通し
③応急仮設住宅の建設

①公営住宅等の空室提供
○ 公営住宅等

○ 国家公務員宿舎等として、石川県内 139戸［105戸について県に使用許可］、

新潟県内107戸、富山県内188戸、福井県内101戸を確保

○ UR賃貸住宅を全国で300戸確保
※高齢者からの生活相談に対応可能

七尾市 輪島市 珠洲市 内灘町 志賀町 穴水町 能登町 7市町

（着工日）
着 工

(1/20～)
180戸

(1/12～)
548戸

(1/12～)
303戸

(1/31～)
23戸

(1/26～)
20戸

(1/15～)
76戸

(1/15～)
98戸 1,248戸

完   成
（完成日） ｰ 18戸

(1/31) ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ 18戸

石川
県内

富山
県内

福井
県内

愛知
県内

大阪
府内

東京
都内 その他 全 国

確保戸数 344戸 473戸 91戸 230戸 217戸 115戸 7,349戸 約8,800戸

入居決定
戸数 250戸 83戸 9戸 43戸 33戸 19戸 68戸 505戸

②民間賃貸住宅の空室提供
○ 石川県内の提供可能戸数：約4,300戸［入居決定1,194戸］

新潟県、富山県内の提供可能戸数：約15,000戸

テキストボックス
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応急仮設住宅（建設型）の供給計画
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被害認定調査・罹災証明書の交付に向けた取組状況（1月31日時点）
○ 航空写真の活用、エリア一括での「全壊」判定等により、被害認定調査の簡素化を積極的に推進。
○ 奥能登６市町でも罹災証明書の交付が順次スタート。今後、加速化を図る。
○ 他自治体からの人的支援を得つつ、引き続き、被災自治体のサポートを実施。
被害認定調査の簡素化事例

輪島市 東京都民間システム

被災家屋の写真
撮影・保存 閲覧・判定

罹災証明書の交付等の状況

○「リモート」判定
応援自治体職員がリモートで被害区分を判定。

○航空写真、ドローンの活用
ドローン等で撮影した写真により被害区分を判定。

輪島市・朝市通り周辺
（令和６年１月撮影・国土地理院提供）

全焼地区
（輪島市HPより）

（輪島市）
・朝市通り周辺地区について、
航空写真を活用し、エリア
一括で「全壊」判定を実施
・申請受理後、即日で罹災証
明書を交付

（輪島市）
・応急危険度判定で「危険」と判
定された住家（2,200棟程
度）について、東京都職員等が
写真により、「全壊」判定を実施。

（珠洲市）
・航空写真、ドローンで撮影し
た写真を積極的に活用し、
判定を実施。

１階が崩壊（全壊）
ドローンで撮影した写真

（令和６年１月撮影）
航空写真

（令和６年１月撮影・国土地理院提供）

全壊

全壊

損害割合30%
＜下地材にひび割れ＞

○調査票の簡略化
５つのイメージ図から損害割合を選択。

○珠洲市
・申請数：4,997件
・調査済：5,352棟
・交付済：697件(1/27～)

○能登町
・申請数：4,549件
・調査済：2,570棟
・２月上旬交付開始
※郵便再開次第順次

○穴水町
・申請数：410件
・調査済：2,305棟
・交付済：410件(1/24~)

○七尾市
・申請数：10,584件
・調査済：1,934棟
・交付済：115件(1/23~)○志賀町

・申請数：4,524件
・調査済：1,393棟
・交付済：311件(1/29~)

○石川県全体
・申請数：43,982件
・調査済：29,495棟
・交付済：9,030件

○輪島市
・申請数：2,141件
・調査済：4,440棟
・交付済：139件(1/19~)

・期間：１月４日～21日（終了）
・件数：31,600件（危険(赤)12,615、要注意(黄)8,790、調査済(緑)10,195）

(39.9%) (27.8%) (32.3%)

※ 各市町村への聞き取りにより、非
住家を含む。また、集計時点は市
町により異なる。

※ 行政書士会による無料
申請サポートも実施

＜下地材に破損＞
損害割合75%

応急危険度判定

テキストボックス
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令和６年２月１日  

内閣府特命担当大臣（防災） 

（国土強靭化担当） 

 

令和６年能登半島地震からの復興まちづくりの進め方 

 

 

（背景・課題） 

令和６年能登半島地震による被害は、市街地ばかりでなく、農山漁村等の集

落地域にも広がっている。また、その態様も、地震の揺れによる被害のほか、

火災や津波、液状化などそれぞれの地域・地区で異なっている。 

したがって、被災した地域・地区においては、地域・地区ごとの将来の姿を

見据えながら、復旧、復興を図っていくことが必要となる。 

 

 

（進め方） 

被災自治体による地域・地区の実情に応じた復興まちづくり計画の円滑な策

定とそれに基づく施策・事業の実施を、政府として支援するため、関係府省が

緊密に連携し、以下の取組みを実施する。 

①  自治体による具体的な復興まちづくり計画の策定及びそれに基づく施

策・事業の実施の参考となるよう復興まちづくり及びなりわい・にぎわい

の再生に当たっての考え方の整理、手順の明示 

②  復興まちづくり及びそれを進める上で重要な要素となるなりわい・にぎ

わいの再生の具体化に資する関係府省の施策・事業の総合的な整理 

③ その他、復興まちづくり、なりわい・にぎわいの再生を行う上での留意事

項の整理 

 

上記について、２月中を目途に出来る限り速やかに石川県をはじめとする

被災自治体に提供を行うとともに、その後も引き続き内閣府（防災）のもと

関係府省が連携の上、被災自治体等の復興まちづくりを継続的に支援する。 

 

 

（以上） 

内４ 



石川県

穴水町

輪島市

能登町

あなみずまち

のとちょう

わじま

志賀町
しかまち

七尾市
ななお

珠洲市
すず

中能登町
なかのとまち

羽咋市
はく
い

宝達志水町
ほうだつしみずちょう

氷見市
ひみし

E41

とくだおおつ

横田IC

穴水IC

のと里山空港IC

よこた

越の原IC

たつるはま

あなみず

こしのはら

七尾IC

さとやまくうこう

ななお

田鶴浜IC

ななおじょうやま

七尾城山IC

ななおおおとまり

七尾大泊IC

な だ う ら

灘浦IC

氷見北IC
ひみきた

氷見IC
ひみ

氷見南IC
ひみみなみ

上棚矢駄IC
うわだなやだ

柳田IC
やないだ

千里浜IC
ちりはま

米出IC
こめだし

今浜IC
い ま はま

県立看護大IC
けんりつかんごだい

E41

徳田大津JCT

西山IC
にしやま

のと三井IC
み い

徳田大津IC
とくだおおつ

河原田川
【河川・砂防】

かわらだ

写真
①

写真
②

能越自動車道
（石川県管理区間）
延長約３８ｋｍ
【道路】

和倉港海岸

地すべり
（R249沿岸部関連土砂災害）

地すべり
（1/23決定済）

和倉港

伏木富山港

飯田港

輪島港

写真
③

宇出津港

写真
⑤

穴水港

写真
④

七尾港

小木港

写真
⑦

能登空港

写真
⑥

写真② 石川県輪島市深見町

至珠洲市

至輪島市街地

出典：国際航業株式会社ホームページ
撮影：国際航業株式会社、株式会社パスコ

写真① 石川県輪島市渋田町

至珠洲市

至輪島市街地

出典：国際航業株式会社ホームページ
撮影：国際航業株式会社、株式会社パスコ

写真③ 輪島港

写真④ 七尾港

写真⑥ 能登空港

大規模災害復興法に基づく権限代行の実施について
○大規模災害復興法に基づく非常災害の指定がなされ（1/19）、同法律に基づく石川県や富山県等からの要請を踏まえ、輪島港や能登空港、
宝立正院海岸、国道２４９号沿岸部における地すべり対策等、国が災害復旧工事を代行する。
（能越自動車道の石川県管理区間、国道２４９号沿岸部、国道２４９号沿いの地すべり対策事業、河原田川の河川・砂防事業について、道路法、河川法及び地すべり等防止法等
に基づき、国が石川県に代わって本格的な災害復旧の代行等を決定済み（1/23））

（1/23権限代行等決定）

港湾
空港

地すべり
海岸

地すべり（直轄事業）
（1/23権限代行等決定）

写真⑤ 和倉港海岸

＜港湾＞ ８港湾
七尾港、飯田港、輪島港、宇出津港、

穴水港、小木港、伏木富山港、和倉港

＜空港＞ 能登空港

＜海岸＞ ３海岸

珠洲市正院町～宝立町

○宝立正院海岸
○飯田港海岸

（・鵜飼漁港海岸（農水））
七尾市和倉町
○和倉港海岸

＜地すべり ＞５箇所
R249沿岸部関連土砂災害
（地すべり等防止法に基づく直轄事業２箇所を含む）

権限代行の実施箇所

海岸

港湾

空港

地すべり

ほうりゅうしょういん

うかい

おぎ

うしつ

ふしきとやま

上戸町 凡例
建設海岸
港湾海岸
漁港海岸
津波浸水範囲

正院町

宝立町

飯田町

宝立正院海岸

写真⑦ 宝立正院海岸

宝立正院海岸
飯田港海岸

飯田港
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のと三井IC
み い

のと里山空港IC
さとやま くうこう

穴水IC
あなみず

越の原IC
こし はら

別所岳SA
べっしょだけ

通行止

復旧作業中

横田IC
よ こ た

徳田大津IC
と く だ お お つ

高田IC
たかた

西山IC
にしやま

西山PA
にしやま

上棚矢駄IC
うわだなや だ

徳田大津JCT
と く だ お お つ

緊急車両等のみ
通行可

一方通行(40km/h規制)

柳田IC
～徳田大津IC
北向きは

緊急車両等のみ通行可
(40km/h規制)

七尾IC
ななお

七尾城山IC
ななおじょうやま

通行可
50km/h規制

輪島市
わ じ ま

穴水町
あなみずまち

七尾市
ななお

志賀町
し か まち

E41

E41

中能登町
なか の と まち

E41

E86

E41

能
越
自
動
車
道
（
国
管
理
）

延長4.7㎞

延長6.2㎞

延長15.5㎞

の
と
里
山
海
道
（
石
川
県
管
理
）

能
越
自
動
車
道

通行可
40km/h規制

能登半島を南北に結ぶ幹線道路の複線化の状況

通行止
復旧作業中

延長
11.5㎞

延長
37.2㎞

現在の通行状況
２月2日(金)

穴水方面 通行可
一方通行

（40km/h規制）
約４．７ｋｍ

能越自動車道の状況

県
道
七
尾
輪
島
線
他

２
車
線
通
行
可
（
対
面
）※

国
道
２
４
９
号

２
車
線
通
行
可
（
対
面
）

国
道
１
５
９
号
・
国
道
１
６
０
号

２
車
線
通
行
可
（
対
面
）

並行一般道の
状況

緊急復旧の予定

能
越
自
動
車
道
（
石
川
県
管
理
）※

の
と
里
山
海
道
と
重
複

※柏木穴水線
のと里山空港IC付近～穴水IC付近は南向き一方通行

現道活用
区間

事業中

事業中

七尾大泊IC
ななおおおとまり

2月1日10時 時点

２月下旬 3月中旬

発災

緊急復旧

応急復旧

本復旧

緊急復旧の流れ

発災直後の被災状況 緊急復旧（１車線確保）

北向き 北向き

北向き

対面通行

通行止解除
（北向き）

一方通行へ
交通切り替え
（北向き）

対面通行
（２車線）

通行止解除
（北向き）

並行現道を
活用し

ワンウェイ確保

通行止解除
（北向き）

南
向
き
一
方
通
行
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③ ④ すずし にえまち

③石川県珠洲市仁江町

令和６年能登半島地震による土砂災害への対応状況

わじまし いちのせまち

②石川県輪島市市ノ瀬町

○土砂災害は226件発生（石川県196件、新潟県17件、富山県13件）（令和6年1月30日13時時点）。また、石川県では6河川（14箇所）で

河道閉塞等（土砂ダム）を確認。国は県と連携し、TEC-FORCEによる調査や監視カメラを設置するなど監視体制を構築。

○土砂災害発生箇所のうち、不安定な状態で斜面や渓流内に土砂・流木が堆積し、今後の降雨により二次災害が発生するおそ

れが高い、石川県河原田川及び国道２４９号の沿岸部において、国直轄による緊急的な土砂災害対策を実施中。

○新たに、自治体からの要請を踏まえ、国道２４９号沿岸部の地すべり対策を権限代行等により着手。

わじまし くまのまち

①石川県輪島市熊野町

千谷川

すずし しみずまち

④石川県珠洲市清水町

⑧⑦
⑥

⑤

⑨

わじまし ふかみまち

⑥石川県輪島市深見町
わじまし なふねまち

⑦石川県輪島市名舟町
わじまし しぶたまち

⑧石川県輪島市渋田町

発災時

仮排水路設置部掘削

応急対策状況

湛水池 応急対策状況

大型土のう製作・設置

わじまし まちのまち そそぎ

⑨石川県輪島市町野町曽々木

：新たに着手する箇所

：対策着手済みの箇所

わじまし おおのまち

⑤石川県輪島市大野町

深見川

湛水池 湛水池

②①

河原田川

かわらだがわ

発災時

河道閉塞等発生箇所
（寺地川、鈴屋川、金蔵川（田長川））

河道閉塞等発生箇所
（山田川）

河道閉塞等発生箇所
（河原田川、紅葉川（猿谷））

監視カメラの設置
（輪島市市ノ瀬町）

河道閉塞箇所
監視体制の構築
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にしぎし

西岸駅

B④ 1/22 ホームの様子

七尾駅構内

あなみず

穴水駅

2/15
運転再開
予定

2/15
運転再開
予定

1/15 運転再開

1/22運転再開

A②

B②

のとかしま

能登鹿島駅

わくらおんせん

和倉温泉駅

ななお

七尾駅

はくい

羽咋駅

たかまつ

高松駅

B①

のとなかじま

能登中島駅

A①

B④、B⑤、
B⑥、A⑥

【ＪＲ七尾線】

※A④、B①～B⑥の写真は
ＪＲ西日本提供

【のと鉄道】

令和６年能登半島地震の影響による鉄道の状況について
令和６年１月３1日11:00時点

穴水駅構内

レール損傷A①

能登鹿島駅～穴水駅間

土砂流入A②

路盤損傷

西岸駅～能登鹿島駅間

A③

○１月１５日以降に再開した路線
・JR西日本 七尾線（高松駅～羽咋駅間） （１５日始発から）
・JR西日本 七尾線（羽咋駅～七尾駅間） （２２日始発から） ホーム損傷

和倉温泉駅構内

B①

※A①、A②、A③の写真は
のと鉄道提供

：運休区間
：再開区間

A のと鉄道 七尾線（３３.１km）
○運休区間： 七尾駅～穴水駅間（全線） 和倉温泉駅～能登中島駅間は、２月１５日（木）から運転再開予定※ １

能登中島駅～穴水駅間は、４月中の運転再開を目指して、JR西日本において復旧工事中※ １

１月 ９ 日～１０日 現地調査実施（合計１２名）：TEC-FORCE ５名、鉄道・運輸機構鉄道災害調査隊（RAIL-FORCE） ７名
１月１８日～ TEC-FORCE ３名を のと鉄道に派遣・常駐。ｰ 復旧作業支援のための連絡調整等
１月２９日～ 七尾駅～穴水駅間で、代行バスを運行中※２

B ＪＲ西日本 七尾線（５９.５km）
○運休区間： 七尾駅～和倉温泉駅間（５.１km） 七尾駅～和倉温泉駅間は、２月１５日（木）から運転再開予定※１ ※１ １月３１日 のと鉄道、JR西日本より発表

１月１１日 現地調査実施：TEC-FORCE ５名 ※２ １月２６日 のと鉄道より発表

◎１月１９日 鉄道等の災害復旧に係る事業間連携に関する連絡調整会議（省内関係局、鉄道事業者）を開催
◎１月２５日 鉄道等の災害復旧に係る事業間連携に関する地方連絡調整会議（北陸地整局、北信運輸局、石川県、鉄道事業者等）を開催

金沢駅構内

1/22 始発列車出発B③ 1/22 特急列車到着

七尾駅構内

B⑤

B⑥ 1/22 特急列車

七尾駅構内

至金沢駅 B③

1/29より
代行バス
運行開始

路盤復旧状況

七尾駅～和倉温泉駅間

B②

A④、A⑤

A④ ホーム復旧状況

能登中島駅構内

能登中島駅

A⑤ 1/29 代行バス出発

七尾駅

A⑥ 1/29 代行バス到着

4月中の
運転再開を
目指し

復旧工事中

A③
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令和６年能登半島地震による港湾・港湾海岸の現況と対応方針

 能登地域の港湾では、港湾全体に被害が及んでおり、石川県からの要請により、七尾港、輪島港、飯田港、小木港、宇出津港、
穴水港の計６港について、港湾法に基づき、港湾施設の一部管理を国土交通省にて実施している。

 また、石川県、富山県、七尾市からの要請により、上記６港に伏木富山港、和倉港を加えた計８港２海岸について、大規模災害復興法に
基づく代行復旧により、「海上支援物資輸送拠点」「生業再開支援拠点」「建設資材供給拠点」「再度災害防止」の各方針に沿って、本格
的な復旧作業を迅速に進める。

福浦港

宇出津港
穴水港

輪島港 （最大水深7.5m、延長220m）

穴水港 （最大水深4.0m、延長187m）

１岸壁が利用可能

宇出津港 （最大水深4.0m、延長205m）

応急復旧

本格復旧方針

本格復旧方針

・建設資材供給拠点 →水深4.0mの２岸壁を復旧

本格復旧方針

・建設資材供給拠点 →水深4.0mの２岸壁を復旧

石川県管理

石川県管理

石川県管理

・海上支援物資輸送拠点
・生業再開支援拠点
・再度災害防止

和倉港・和倉港海岸 （最大水深3.0m、延長60m）

本格復旧方針

・生業再開支援拠点
→海岸保全施設等を復旧

七尾市管理

水深4.5m岸壁×４

【主な利用条件と対応状況】
・一部の岸壁で、水深が最大1m程度浅くなっている。
→当面、水深3.5m程度の物揚場として運用。

応急復旧 ５岸壁中４岸壁が利用可能

小木港 （最大水深5.0m、延長160m）

本格復旧方針

・建設資材供給拠点
→水深5.0m、4.5mの岸壁を復旧

石川県管理

七尾港 （最大水深11.0m、延長260m）

８岸壁中３岸壁が利用可能

水深11.0m岸壁

水深9.0m岸壁、水深7.5m岸壁

【主な利用条件と対応状況】
・岸壁法線に近い位置は重量物を置くことができない。
（一般車両は走行可能）
→回復には抜本的な復旧工事が必要であり、岸壁法線の近くに重量
物を置かないように運用。

飯田港・飯田港海岸 （最大水深5.5m、延長100m）

２岸壁中１岸壁が利用可能

水深4.5m岸壁

応急復旧

本格復旧方針

応急復旧

本格復旧方針

・海上支援物資輸送拠点
・再度災害防止

石川県管理

石川県管理

伏木富山港 （最大水深14.0m、延長280m）

・生業再開支援拠点
→国有の岸壁・臨港道路を復旧
→主要な県有の施設を復旧

富山県管理

・海上支援物資輸送拠点
・生業再開支援拠点
・再度災害防止

本格復旧方針

伏木富山港

滝港

輪島港

飯田港

小木港

半ノ浦港

魚津港

和倉港

避難港

重要港湾

管理の一部を代行
している港湾

地方港湾

国際拠点港湾

七尾港

応急復旧の
状況（１月12日）

応急復旧の状況（１月９日）
応急復旧の状況（１月５日）

応急復旧の状況（１月25日、市施工）

→水深7.5mを確保して岸壁を復旧

【主な利用条件と対応状況】
・地震による地盤隆起により、岸壁水
深が最大1.5m程度浅くなっている。
→水深6mの岸壁として運用。
・岸壁の背後に最大2mの段差が発生。
→応急復旧で車両のアクセス経路を
確保済。

→水深5.5m、4.5m、4.0mの岸壁を復旧
→防波堤・海岸保全施設等を復旧

【主な利用条件と対応状況】
・航路内に小型船が沈没しているので、航
行時に注意が必要。
→泊地内の沈没船の撤去一部完了（18
日）。引き続き浚渫作業実施中。
・アクセス経路にうねりが生じている。
→応急復旧を実施し、作業完了（9日）。

→国有の水深11m、10m、9mの岸壁を復旧
→県有の水深7.5m、5.5m×２の岸壁を復旧
→海岸保全施設等を復旧

【主な利用条件と対応状況】
・液状化の影響により、車両が
走行できないアクセス経路が
ある。
→応急復旧を実施し、車両の
走行経路を確保済（12日）。

代行復旧

代行復旧

代行復旧

代行復旧

代行復旧

代行復旧

代行復旧

代行復旧
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令和６年能登半島地震 能登空港の状況

•

•

•

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令和６年能登半島地震に伴う下水道施設の対応状況（石川県）

圧送管の逆止弁破損

圧送管が破損

○応急対応の事例

七尾市
バイパス管により下流のマン
ホールに送水

能登町
バキューム車により下水処理場へ
運搬

〇処理場・ポンプ場の復旧状況

6市町平均 82%

石川県平均 95%

全国平均 93%

20%

5%

10%

50%

86%

81%

12%

5%

2%

自治体名

汚水
処理
人口
普及率

下水道処理
人口普及率

農業集落排水

施設等処理

人口普及率

合併処理
浄化槽等
人口普及率

〇汚水処理人口普及率

○全国自治体の下水道職員や民間事業者（下水道管路管理業協会等）が下水道管路の復旧支援を実施（1/5～）
○日本下水道事業団により、稼働停止の下水処理場、ポンプ場の緊急支援を実施（1/7～）
○下水道の復旧については、水道の復旧状況に遅れることがないよう、上下水道一体となって早期復旧に向けた支援を実施（ 1/8～ ）
○集落排水施設（農水省）、浄化槽（環境省）と連携し、早期復旧に取り組む

残りの499km（内6市町374km）については
流下機能の有無を確認中

※流下機能なしが確認された箇所では、バイパス管
の設置などの応急対応により流下機能を確保

〇下水道管路の状況

〇上下水道一体となった復旧の例（集落排水、浄化槽含む）

発災当初 現在

下水処理場

稼働停止
１５箇所 ⇒ ０箇所

ポンプ場

稼働停止
５箇所 ⇒ ２箇所

１月末 ２月末

岩屋浄水場のエリアの一部地域

下水道

集落排水

浄化槽

復旧見込
備考

七尾市

施設

上水道

汚水処理
施設

上水道の復旧に遅れることが
ないように応急対応を実施

自治体名
全管路延長
（km）

マンホール内
目視実施率

七尾市 231 100% 157 (68%)

輪島市 180 76% 52 (29%)

珠洲市 104 100% 6 (6%)

志賀町 148 100% 138 (93%)

穴水町 39 100% 9 (24%)

能登町 79 100% 45 (58%)

6市町計 781 94% 407 (52%)

石川県計 6,342 98% 5,843 (92%)

被害なし・
流下機能確保

（km）
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１．宿泊施設の被害・キャンセル状況

＜能登地域＞
ほとんどの宿泊施設で甚大な被害が出ており、稼働できていない

＜金沢・加賀・白山地域＞
稼働しているものの、多数のキャンセル・予約控えが発生

被災による休業中の
主な温泉地
稼働中の主な温泉地

石 川

珠洲市

七尾市

輪島市

金沢市

志賀町

羽咋市

津幡町

山中温泉

山代温泉

片山津
温泉

粟津温泉

白山市

小松市

湯湧温泉

輪島温泉郷

和倉温泉

２．観光復興に向けた取組の柱

観光復興に向けた支援

○能登地域については、ほとんどの宿泊施設で甚大な被害が出ており、稼働できていない。

○金沢・加賀地域等の石川県内の宿泊施設、富山県、福井県、新潟県の宿泊施設は、稼働しているものの、多数のキャンセル・予約控えが発生。

○ 被災した施設の建物・設備の復旧（経済産業省と連携）

○ 被災事業者の従業員の雇用維持（厚生労働省と連携）

○ 風評被害対策として、観光地や交通機関の現状に関する正確な情報
発信と観光プロモーション
→ 北陸新幹線金沢～敦賀間開業の機会も捉え、北陸地域に関する
正確な情報発信や被災地の観光復興・北陸地域全体の誘客に資す
るプロモーションを、２～３月の間重点的に実施

○ 被災地の状況を踏まえた旅行需要喚起
→ 「北陸応援割」（補助率50%、最大20,000円／泊）を可及的速
やかに開始し、GW前まで（３～４月）を念頭に旅行需要喚起を図る

→ 能登地域については、復興状況を見ながら、より手厚い旅行需要喚
起策を検討

○ 能登地域の観光拠点・観光資源の再生
→ 観光地の復旧計画の策定・実行支援、まちづくり支援、コンテンツ造
成の支援

○ ふるさと納税を活用した特産品販売、旅行等の促進（総務省と連携）

加賀市
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▲

▲

▲
▲

●

●

●

●

●

●

●

●

●

▲

▲

●
●●
●

▲ ▲

▲

漁港の復旧・復興について

美川

安宅

●
●

● 橋立

■石川県内69漁港のうち、60漁港で被災（1月29日時点）し、輪島市・珠洲市を中心に地盤隆起を多数確認。引き続き、詳細な被災状況の把握や早期利用に向け
た応急復旧等を予定。

■通常の被災箇所においては、これまでの方法で復旧を実施。地盤隆起等重篤な被災を受けた漁港については、水産庁の支援のもと、復旧復興方針を石川県と
ともに検討し、「①短期的な生業再開のための仮復旧」と「②中長期的な機能向上のための本復旧」の２つのフェーズに分けて復旧。

■大規模災害復興法に基づく、水産庁による代行工事を鵜飼（うかい）漁港海岸、狼煙（のろし）漁港において実施予定。

直轄代行工事（漁港・漁港海岸）

漁港復旧の考え方

漁業の再開状況

○通常レベルの被災漁港（約40港）：仮復旧、本復旧を実施し、順次操業を再開

凡例

〇 第１種漁港
● 第２種漁港
△ 第３種漁港
▲ 第４種漁港

港 名…県管理漁港

被害の調査状況

調 査 中
調 査 済

陸揚げの可否

×

●
▲

使 用 可
一 部 使 用 可
使 用 不 可

狼煙漁港

宝立正院海岸被
災
状
況
の
把
握

復
旧
方
針
の
決
定

仮復旧 本復旧

①短期的な生業再開のための仮復旧 ②中長期的な機能向上のための本復旧

国がバックアップ

仮係留施設

浚渫

例１：仮係留施設

浚渫

航路

例２：航路開削

浚渫

航路

泊地

例１：浚渫する 例２：沖出しする

○地盤隆起等重篤な被災を受けた漁港（約20港）：

鵜飼漁港海岸

大規模災害復興法に基づき、漁港海岸及び漁港について、代行工事を実施予定

○鵜飼（うかい）漁港海岸（珠洲市管理）
被災した宝立正院（ほうりゅうしょういん）海岸付近の一連の海岸のうち、鵜飼漁港海岸

を水産庁において直轄代行工事を実施予定。

○狼煙（のろし）漁港（県管理、第４種漁港）
県内外の漁船が避難港としても利用し、地盤隆起の被害があることから水産庁におい

て直轄代行工事を実施予定。

※その他の隆起の影響が甚大で、原形復旧が困難な漁港については、予備費による
水産庁直轄の調査を今年度内に実施。

○一定の生活環境が整い、漁船が使用可能な漁業者は、陸揚げ機
能等が確保された港において、定置網漁業等で一部操業を再開。

※石川県からの報告に基づき、
水産庁作成（１月29日時点）

護岸の転倒

漁業再開状況（七尾市）

再開
写真

テキストボックス
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区分 法的枠組 現在の検討状況

海岸

海岸保全施設

大規模災害復興法第４８
条に基づき、地方公共団
体が管理する海岸保全
施設の災害復旧事業に
ついて、国による代行事
業が可能。

・宝立正院（ほうりゅうしょういん）海岸（珠洲市）付近
の漁港海岸において、直轄代行を実施予定。

水産庁：鵜飼漁港海岸
国土交通省水管理・国土保全局：宝立正院海岸
国土交通省港湾局：飯田港海岸

漁港

外郭施設、係留施設、
水域施設、輸送施設

大規模災害復興法第４３
条に基づき、都道府県が
管理する漁港の災害復
旧事業について、国によ
る代行事業が可能。

・狼煙漁港（避難港）において、直轄代行を
実施予定。

林地荒廃・林地荒廃
防止施設

山腹崩壊、土石流等の

山地災害及び治山ダム、
土留工等の治山施設

森林法第４１条に基づき、
都道府県が実施する林
地荒廃・林地荒廃防止施
設の災害復旧事業等に
ついて、国による直轄事
業が可能。

・石川県からの要望を踏まえ、国土の保全上特に重要なものであって、大規模で高度
な技術を要する山腹崩壊等の早期復旧に向け、奥能登地域において国の直轄事業を
実施予定。
具体的な区域については、
県と検討中。

参考：令和２年７月豪雨（熊本県）における復旧事例

地すべり防止施設

水路工、集水井工等の
抑制工及び杭工、アン
カー工等の抑止工

大規模災害復興法第４９

条に基づき、都道府県が
管理する地すべり防止施
設等の災害復旧事業に
ついて、国による代行事
業が可能。

・石川県の稲舟地区（輪島市）において
農地地すべりの工事の直轄代行を実施予定。

農林水産省における直轄代行の調整状況 令和６年１月30日時点

臨港道路沈下・亀裂

着工前 完 成

直・正院地区

上戸地区

宝立地区

鵜飼
漁港海岸

飯田港海岸

宝立正院海岸付近

（鵜飼漁港）

凡例
水管理・国
土保全局
港湾局
水産庁
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生活福祉資金貸付の特例と新たな交付金制度の創設（厚労省）

（目的）

 高齢化が著しく進み、半島という地理的制約から地域コミュニティの再生が乗り越えるべき課題である能登地域

６市町を中心に、高齢者の割合が著しく高い地域では長期の貸付という従来の手法がなじみにくいことも勘案し、

新たな交付金制度を創設。

 高齢者等のいる世帯が住まいを確保し、地域で安心して生活できるよう、地域福祉の向上に資するものとする。

（使途の概要）
 高齢者等のいる世帯の家財等・住宅再建に対する支援のための給付

【支援対象】

 能登地域６市町を中心（※）に、①家財等（自家用車含む）の滅失、②住宅半壊以上の被災をした、高齢者・

障害者のいる世帯

【支援内容】

 家財等の再建支援に最大100万円、住宅の再建支援に最大200万円、合計最大300万円を目安

 地域の実情にあわせた福祉ニーズの高い被災者の支援

Ⅱ. 新たな交付金のイメージ（詳細は今後検討）

（※）珠洲市、能登町、輪島市、穴水町、志賀町、七尾市、石川県内のその他の類似の事情がある地域

Ⅰ.生活福祉資金貸付の特例

 生活福祉資金貸付のうち、災害援護費（150万円以内）・住宅補修費（250万円以内）の特例措置として、据置期間
の延長（６月から２年以内）、償還期限の延長（７年から20年以内）を実施。

１
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○ 概ね浄水場までの復旧は完了

○ 復旧作業は浄水場から市街部に送水する基幹管路やその先の末端管路に移行

○ 水道施設の被害が大きかった珠洲市内の一部地域や、送水管の復旧に時間を要する能登島は

特に復旧に時間を要する見込み

赤色：水道復旧に特に期間を要する地区
黄色：仮設浄水施設が運転開始した市町
青色：既に主な浄水場までは復旧した市町

浄水場（稼働中）
凡例

浄水場（未復旧）

宝立浄水場

穴水町

七尾市
志賀町

地原浄水場

町野浄水場
大谷浄水場

輪島浄水場

内浦浄水場

五十里浄水場

輪島市 能登町

矢波浄水場

いかり

ちはら

うちうら

わじま

まちの

やなみ

主な浄水場 断水解消の見込み

輪島市 ２月末～３月末

珠洲市 ２月末以降順次
（一部地域は４月以降）

穴水町 ２月末～３月末

能登町 ２月末～３月末

七尾市 ２月末～３月末
（能登島は４月以降）

志賀町 ２月末
（一部地域は３月末）

※1月27日石川県公表資料及び1月28日七尾市公表資料を基に作成

石川県では既に約６割が断水解消済み
ほうりゅう

おおたに

浄水場（仮設浄水
施設が運転開始）

珠洲市

珠洲市役所

能登半島における水道の復旧状況（厚労省）

２
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被災者の医療・健康支援や高齢者等の支援(厚労省)

１．医療支援

○ 被災者の医療支援を行うため、医療機関や避難所等にＤＭＡＴ（災害派遣

医療チーム）、ＤＰＡＴ(災害派遣精神医療チーム)、ＪＭＡＴ（日本医師

会災害医療チーム）、災害支援ナースなどの医療チームを派遣。

【医療チームの活動数 2月1日現在】

・ＤＭＡＴ 127隊、ＤＰＡＴ 9隊、ＪＭＡＴ 40隊、看護師派遣 延べ約2,800人

Ⅰ .被災者の医療・健康支援 Ⅱ.高齢者等の支援

１．被災地の避難所や施設等で暮らす
高齢者等の支援

○ 避難所や被災地施設等で暮らす高齢

者や障害者などの要配慮者を支援す

るため、 ＤＷＡＴ（災害派遣福祉

チーム）や介護職員等を派遣。

1.5次避難所内に設置したＤＷＡＴ
による「なんでも福祉相談コーナー」

石川県ＤＭＡＴ調整本部 ＤＭＡＴ現場活動（患者搬送）

２．避難所・在宅等の衛生管理・健康管理を支援

○ 避難所等の衛生管理や感染症管理を行い、被災者の健康を守るため、

ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）や保健師、感染症の専門

家チーム（ＤＩＣＴ:日本環境感染学会災害時感染制御支援チーム）など

を派遣。

○ 避難所・在宅等で避難生活を送る被災者の健康管理等を行うため、自

治体から提供を受けた要支援者リスト等に基づき、全国の自治体から派

遣された保健師等が巡回訪問等を実施。

【ＤＨＥＡＴ、保健師等の活動数 2月1日現在】

・ＤＨＥＡＴ 10チーム、 保健師等 57チーム

２．1.5次避難所、２次避難所における医療・福祉の体制強化

○ 1.5次避難所や２次避難所で暮らす高齢者や障害者などの要配慮者が安
心して暮らすことができるよう、1.5次避難所における通常の診療体制
の構築や介護職員等の派遣、生活相談窓口の開設（生活福祉資金の貸
付）等を実施。

○ 1.5次避難所に避難している高齢者の県内外の福祉施設への入所調整を
実施。

〇 在宅等で避難生活を送る被災者の見守りを強化し、適切に保健・医療・福祉サービスにつなげるため、被災高齢者等把握事業などを推進し、
震災関連死の防止に努める。

〇 避難生活の長期化を踏まえ、避難所の医療・福祉的機能を強化するとともに、県内外の２次避難先の確保等に努める。

今 後 の 対 応

○ オンライン資格確認の災害時モードの活用（医療情報等の閲覧）

石川県・富山県を中心に約22,000件（1月31日時点）の実績。

【被災地の避難所や被災施設等で活動するＤＷＡＴの数 2月1日現在】

・14都府県から46人

（※1.5次避難所や２次避難先の施設等で活動する者を含む。）

【被災施設等で活動する他施設から派遣された介護職員等の数 2月1日現在】

・127人（累計401人）

（※1.5次避難所や2次避難先の施設等で活動する者を含む。）

3
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応援職員の派遣・支援者への支援

これまでの自治体応援職員の派遣状況

①総括支援チームの派遣（災害マネジメント支援等のための専門チームの派遣）

○ 被災６市町に、６県市から２３人を派遣中。

（令和６年１月３０日現在）

②マンパワーの派遣（避難所の運営・罹災証明書の交付等の災害対応業務を担う職員の派遣）

被災市町
派遣団体

（都道府県には域内市町村職員を含む）
派遣人数

（１月３０日現在）

輪島市
三重県、徳島県、大阪府、大阪市、堺市、東京都、
川崎市、北海道、長野県、静岡市、岐阜県、愛媛県、
広島県、山口県、高知県、北九州市、福岡市、熊本県

３５８人

珠洲市
浜松市、福井県、兵庫県、神戸市、山梨県、千葉県、
千葉市、熊本市

２０５人

能登町 滋賀県、和歌山県、茨城県、宮城県、岩手県 ９２人

穴水町 静岡県、奈良県、栃木県 ７２人

七尾市 名古屋市、京都府、京都市、埼玉県、さいたま市 １４３人

志賀町 愛知県、鳥取県、神奈川県、横浜市、岡山市、佐賀県 １７８人

ほか１２市町 １５県市 ２０８人

１８市町 ５７都道府県・市 １，２５６人

【活動内容】

• 応援職員が避難所運営
等を被災市町の職員に
代わって行う

• 総括支援チームが被災
市町の態勢立て直しと
派遣職員チームの調整
を実施

• 今後、大量に発生する
罹災証明書の発行業務
を支援

地元の職員は市町として
本来行うべき業務に戻る

各部局間の課題の共有化
と役割分担の明確化が
図られる

経験のある職員等を派遣
して早期の発行を目指す

災害マネジメント支援 避難所運営 物資の搬入・仕分け

○ 感染症対策支援のため、全国知事会を通じて、鳥取県、福島県の専門職員
４名を、石川県に派遣（１/10～24（※））。厚生労働省の課長級職員・石川
県職員とともに、特命チームを編成。 （※現在は石川県職員によるチームに移行）

③感染症対策支援専門職員の派遣

中長期の自治体職員派遣

○ 今後の復旧・復興に向けた中長期の職員派遣についても速やかに調整（被災
自治体における具体的な派遣人数や職種のニーズ調査を１月19日に発出）

○ 特に、技術職員については、令和２年度に創設した「復旧・復興支援技術職
員派遣制度」を活用

活動環境の改善

○ 息の長い支援が可能となるよう、宿泊場所を確保するなど、
応援職員の活動環境の改善を図る

○ 全国の自治体からの応援職員やインフラ復旧工事事業者の宿泊場所について、
石川県が一元的に確保・費用負担する場合に、その費用の８割を新たに特別交付
税により措置 （※インフラ復旧工事事業者が宿泊場所の費用を負担する場合は、国庫補助金の対象）
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・ＳＮＳ等のプラットフォーム事業者に対し、利用規約等を踏まえた適正な対応を総務省から要請。
今後も継続的に、対応状況のフォローアップを実施。

・被災地の住民を含む国民の皆様に対する様々な広報手段を複層的に組み合わせた注意喚起、
偽・誤情報対策に係る技術を活用するなどの施策を推進。

被災地における
インターネット上の

偽・誤情報対策

通信・放送インフラの復旧とインターネット上の偽・誤情報対策

・ 応急復旧後もサービスの提供を維持しつつ、官民の連携の
もと、発災前と同程度のサービスが利用可能となるよう
順次本格復旧を推進。

・ 総務省は、基地局の状況等を踏まえ、道路・電力分野との
連携促進や、国の予算の活用等により、本格復旧を支援。

・ 移動型基地局（船舶型、ドローン、車載型等）の投入

・ 海上自衛隊による燃料補給や機材等の輸送

・ 衛星機器や携帯端末の避難所等への提供

・ 総務省災害時テレコム支援チーム等の派遣

船舶型基地局（輪島沖）

能登半島北部６市町における基地局のうち、およそ
８割において発災前と同程度のサービスが利用可能。

通信インフラ（携帯電話）の復旧

２．復旧のための主な取組（官民連携）

３．本格復旧への取組

放送インフラの復旧
（割振：放送島）

１．復旧状況

 地上波テレビ・ラジオ：

・ 一部エリアで一時停波 ⇒ 全域で停波解消

 ケーブルテレビ：

・ 主センター施設まで復旧

・ ケーブルの断線等、

伝送路に被害あり

３．今後の復旧に向けた取組

・ 被災地ではケーブルテレビ普及率が高い
（輪島市:53.7%、珠洲市:70.1%、穴水町:60.3%、能登町:96.4%）

⇒ 受け手側の対策として、ケーブルの復旧が重要

・ 被災地のケーブルテレビは公営・３セク営

⇒ 復旧に向けた充実した支援を実施

２．放送の受信環境の確保に向けたこれまでの取組

・ 自衛隊等との連携による中継局への燃料補給

・ ＮＨＫ金沢局の番組の放送に衛星放送を活用

・ 避難所等へのテレビ・アンテナの設置

⇒被災者が信頼ある情報を入手できるよう官民連携

ケーブルテレビをはじめとする放送インフラの復旧

家屋倒壊によるケーブル断

船舶型基地局（輪島沖）

ドローン基地局

(MIC-TEAM)

１．復旧状況

１月18日に携帯電話事業者４社が会見し、立入困難地点を除き、
応急復旧が概ね終了したことを公表。

NTTドコモ

（1/4 09:00 時点）

エ
リ
ア
支
障

最
大
時

直
近

支障エリア市町数：７市町

支障エリア市町数：
１市（輪島市）

（1/31 10:00 時点）

ソフトバンク、
楽天モバイルも

同様に改善

※濃い緑色/灰色が
支障のあるエリア、
薄い緑色はサービス
対象外のエリア

立入困難地点については、
原則、道路啓開後３日以
内に応急復旧予定。KDDI（au）

（1/3 9:00 時点）

支障エリア市町数：６市町

（1/31 14:00 時点）

支障エリア市町数：
２市（輪島市、珠洲市）
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電力の復旧状況
 北陸電力は、地震で被災した皆様に一刻も早く電気をお届けできるよう、発災当初から、電力各
社や協力企業から作業員や電源車等の応援を受け、連日千人規模で対応。

 その結果、石川県内の停電戸数は、発災時の約４万戸から約2,300戸（2月1日9時時点）
にまで減少。石川県全体で99%以上の送電率、被害が甚大な輪島市・珠洲市においても約９
割の送電率となっており、全体として、概ね復旧した状況。

 復旧の長期化が見込まれる地域においては、現場へのアクセス改善に応じて順次、復旧作業を進
めていく。

①輪島市北西部
（土砂崩れ）

⑤珠洲市北部
（土砂崩れ）

（2024.01.22撮影）（2024.01.22撮影）

①輪島市北西部
➡地震・土砂崩れによる甚大な被害に

加え、道路が寸断され立入りが困難。

②輪島市北東沿岸部、③珠洲市北西部
➡地震・土砂崩れによる甚大な被害に

加え、道路が寸断され地区内の立入り
が困難。道路の障害物除去に伴い
主要道路沿いの一部で復旧が進展。

④輪島市街地沿岸部
➡地震・津波・火災により建物に甚大

な被害。

⑤珠洲市北部、⑥輪島市南部
➡地震・土砂崩れによる道路損壊により

地区内の一部で立入りが困難。道路の
障害物除去に伴い復旧が進展。

・停電復旧の見通しは、今後の道路復旧状況等により変更となる場合がある。

赤色：停電復旧に２ヶ月超を要する可能性が高い地点が含まれる地域
青色：停電復旧に数週間から２ヶ月程度を要する可能性が高い地点が含まれる地域

※上記エリア以外でも、各市町において、津波被害や地区内の土砂崩れ、道路損壊等により復旧に長期間を要する場合がある。

復旧の長期化が見込まれる地域
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⚫ なりわい補助金等の支援施策の決定（1月25日）を踏まえ、直ちに周知し現場に届けるべく、翌日（26日）支援本部（第２回）開催。

⚫ さらに、その翌日（27日）には、七尾市、輪島市、石川県庁を直接訪問して、支援施策を直接届けるとともに、現場の状況を確認。

中小企業・小規模事業者のなりわい再建にむけて

【被災中小企業・小規模事業者等支援本部（第2回 1月26日）】※商工団体、金融機関等に加え石川県・富山県・福井県・新潟県が参加。

●石川県 観光業の復活は能登の復活に繋がる。なりわい補助金の柔軟な運用を。中核たる伝統産業は、道具・原材

料に加えて職人が続けていけるよう仮設工房の設置支援を。加えて、全国からの経営指導員の応援を。

●富山県 ものづくり産業が集積する富山県では、地盤沈下・隆起による被害が大きく、機動的・弾力的な支援を。

●福井県 芦原温泉では、配管の破損や宿泊キャンセルの影響大きく、北陸応援割は大変ありがたい。

●新潟県 建物の外観には被害がなくても、液状化による傾きなど生じている。支援施策の柔軟かつ弾力的な運用を。

【石川県出張（1月27日 七尾市、輪島市、石川県庁）】

①復興に向けたビジョン、道筋を示すこと

・復興のフェーズが変われば支援施策も変わる。先手先手で進めていくべき。

・どこまで我慢したら良いかわからない。新しいまちづくり、今後のビジョンを示すべき。

・今回パッケージで終わりではなく、地元と共に考え第二・第三弾に向けて進める、といったストーリーを示すべき。

②能登全体の復興の核となる観光産業、伝統産業の再建を進めること

（観光産業）

・基礎から損傷激しく建替が必要な場合もある。護岸損傷による浸食を懸念、全面協力をお願いしたい。

・補助金について、熊本地震の時とは物価上昇等もあり事情が異なることへの配慮した支援施策をお願いしたい。

・雇用継続、金融支援、観光需要喚起など含めた総合的な支援、復興ビジョン策定に向けた人的支援をお願いしたい。

（伝統産業 等）

・輪島塗の伝統を後世に引き継ぐ。まずは仮設工房などのインフラの再建を。

・若手としても輪島塗を続けたい。復興に向け、在外公館等を活用した海外向けPRの機会も増やしたい。

・顧客に背中を押され再起を決意。クラウドファンディングなどできることから始めている。

①水道等のインフラ復旧を第一としつつ、復興に向けたビジョンや道筋、支援策を示していく。

②地域全体の復興の核となる「観光産業」、「伝統産業」の再建を、あらゆる施策を総動員し全力で支える。

③支援施策について、現場の声を踏まえた柔軟な運用、手続を極力簡素化すること。全国からの応援など相談体制を強化する。

④復興後の「まちづくり」も視野に、雇用維持や観光需要喚起も含め、ハンズオン支援を通じ、関係省庁・機関一体の対応を進める。

テキストボックス
経２



【参考資料】中小企業向け緊急支援

⚫ 今回の震災により、七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町等の中小企業が甚大な被害を受けたところ。
⚫ 発災後速やかに、

・特別相談窓口（商工団体、日本公庫等）の設置
・日本公庫等による災害復旧貸付の実施
・セーフティネット保証４号の適用
・金融機関等に対して、弾力的・迅速な対応等について要請

⚫ 被害額調査を踏まえ、公共土木・農業とともに、中小企業関係について、激甚法上の「本激」として指定。これを踏まえ、
・災害関係保証や日本公庫等による災害復旧貸付の金利引下げの実施
・下請取引や官公需の発注について、震災による影響が最小限となるよう関係機関・団体への要請
・中小企業診断士試験の特例措置として、２次試験（口述試験）の再試験による救済措置の対応

１．中小企業の被害状況と激甚指定等の対応

⚫ 「被災者の生活と生業支援のためのパッケージ（令和6年1月25日、非常災害対策本部決定）」において、中小企業等の施設・
設備復旧支援等や追加の金融支援を措置。

（１）中小企業等の施設・設備復旧支援等
ア）なりわい再建支援事業（旧グループ補助金：施設復旧） ※遡及適用可
イ）被災商店街等再建支援事業 ※ハード支援のみ遡及適用可
ウ）小規模事業者持続化補助金 ※遡及適用可、1/25（木）より1次公募を開始済。
エ）伝統的工芸品産業支援補助金（道具・原材料確保）
オ）その他、仮設施設整備支援等

（２）中小企業等への金融支援
ア）日本公庫の特別貸付
（上限１億円までは3年間の金利※0.9%引下げ（5年貸付で1.2%→0.3%））等

イ）その他、コロナ返済負担軽減策を実施
・コロナ融資のリスケ時の追加保証料ゼロ
・劣後ローンについて、黒字金利（2.95%等）適用事業者も時限的に赤字金利（0.5%）を適用
・コロナ借換保証の適用期限（24年3月）の延長の検討
・二重債務対策（再生ファンドを活用した既存債権買取等）

２．「被災者の生活と生業支援のためのパッケージ」を踏まえた対応
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